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寺子屋小山台（2021 年 1 月） 

日本は令和の時代をどう生きるか 

―危機に向かう地球社会、日本の対応の途を探る― 

 

                                 2021 年 1 月 30 日 

                                    福川 伸次 

（要旨） 

2020 年初頭に中国で発生した新型コロナウィルス感染症（COVID-19）は世界に多くの

感染者と死亡者を招き国際社会に経済停滞と社会混乱をもたらしている。加えて、世界では

主要国の協調が乱れてグローバリズムの停滞を招き、一方、経済構造がデジタル革命によっ

て変革の途上にある。 

日本の状況をみると最近の新型コロナウィルスの影響に加え、平成の 30 年間に潜在成長

力とその背景にあるイノベーション力が停滞し、世界と人類への貢献度が低下している。 

時代は我々が日本力（ジャパナビリティ）を再生し、グローバリズムとイノベーションを

推進めることを要請している。令和の時代に、日本はどう対応すべきだろうか。 

 

１．動揺するグローバル・ガバナンス―グローバリズムと民主主義の相克 

（１） 人間安全保障の危機 

・ 新型コロナウィルス感染症（COVID-19）：2021 年 1 月 26 日現在で約 9972 万人の

感染者と約 214 万人の死者。国際社会に甚大な恐威。 

・ 発生源と影響：2020 年初頭に中国武漢市で発生したが、発生源が不明確。検査体制

が不十分。医療体制が不備。ワクチンも開発途上。欧州、日本、韓国、米国、ロシ

ア、アフリカ、南米などに拡大。早期に経済拡大に移行した国は再びロックダウン

政策に移行。 

・ 世界保健機構（WHO）の役割：WHO が十分な情報提供と解決手段の提示が出来

ず国際社会の不信を招く。対策の国際協力も進まず。 

・ 経済不況：世界経済は著しい不況に。2020 年は 4.4％のマイナス成長に。失業増大。 

・ 人間安全保障：1994 年から指摘されてきた人間安全保障の確立が急務。とりわけ

感染症、労働条件、地球温暖化の解決（青い地球の回復、水不足、食料不足、山火

事）など。 

（２） グローバル・ガバナンスの動揺 

・ 東西冷戦の終焉：ベルリンの壁の崩壊（1989 年）、国際協調、市場経済、社会福祉

への期待。現実には期待に反した動き。 

・ 世界経済の多極化：経済が平準化、リーマン・ショック（2008）などで先進国経済

が動揺、G7 のシェアが 1991 年 66％から 2016 年 47％へ、2030 年 30％に。 

・ 新興国の発展：中国、インドなどアジア経済の発展、産油国の拡大。 

・ 米国の自国優先主義：対中貿易赤字への不信。経済政策の国内志向、バイデン政権

への期待と不安、ロシアとの対立。 

・ EU の停滞：コロナがもたらす経済不況、Brexit の合意内容、EU の結束不安、移民

難民問題への不信、南欧経済停滞、NATO の停滞、ロシアとの対立。 

・ 国際機関の停滞：国連安全保障理事会、WTO、COP などの機能低下、多国間協調
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機能の停滞が背景に。 

・ 国際秩序信任の低下：米中覇権争い（政治、軍事、経済、技術）、グローバリズムへ

の不安、力が基本的価値の時代へ。 

（３） セキュリティ・リスクの拡散 

・ 核の拡散：北朝鮮の核開発と米朝協議の行方、2019 年 9 月 INF 打ち切り、米国と

ロシアの核拡大の懸念、イランをめぐる核問題の対立とその行方。 

・ 中東地域：イスラエルとアラブの対立、米国のイスラエル支援、シリアでの米ロの

対立、イランの核合意からの米国の離脱と制裁、サウジアラビアとイランの対立 

・ アジア地域：朝鮮半島非核化をめぐる米朝協議、非核化の検証、中国の軍事力強化

（空海軍、サイバー、宇宙）、東シナ海、南シナ海をめぐる対立。ロシアの極東軍事

力拡大、北方四島返還問題、日朝協議の行方（拉致問題を含め）。 

・ 移民、難民問題。 

（４） 市場リスクの増大 

・ コロナウィルスの影響：世界経済がマイナス成長。米国の失業率 20 年 4 月 14.7％、

10 月 6.9％。LDC 経済が深刻に。 

・ 自由貿易主義の停滞：WTO などの機能低下、2000 年ごろから地域 FTA が拡大。 

・ 米国の国内保護主義：TPP 離脱、NAFTA 改正、通商法 232 条により鉄鋼、アルミ

などの関税引き上げ協議など、米中対立は当面続く。 

・ 米国の貿易赤字：2019 年 8643 億ドル（前年比 1.8％減）、うち中国 3442 億ドル

（39.8％）、日本 697 億ドル（8.1％）。 

・ 米中貿易摩擦：米国の狙いは対中赤字削減と情報技術の主導権の確保、知的財産権

侵害を理由に通商法 301 条発動など、1980 年代の日米貿易摩擦とは本質的に相違。 

・ 中国の対外進出：政経一体、政策の連続性、一帯一路政策。 

・ 持続的成長への環境整備：SDGs の達成、地球環境のパリ合意の着実な実施。 

（５） グローバリズムと民主主義の相克 

・ 米国における世論の分断：トランプ大統領の米国第一主義の拡がり。 

・ 主要国政治の国内利益優先：政権維持へのポピュリズム政治、国民の意識の内向性、

政治の一貫性の欠如、コロナ危機で排外主義の傾向。民主主義の限界か。 

・ 政治意思決定の悪循環：民主主義を支える中核層、知識層の停滞、政治、ジャーナ

リズム、世論のマイナス・スパイラル。 

 

２．イノベーションの新展開―激化する国際競争、劣後する日本 

（１） イノベーションの意義 

・ 一般的意味：効用の限界を突破する試み。 

・ シュンペーターの定義：経済活動の中で資源、労働力などの生産手段を今までと異

なる方法で新結合すること。 

・ ICT 時代の定義：経済活動の中で、情報通信手段の活用を通じて情報を整理、活用、

結合して新しい知的価値を創造すること。 

（２） イノベーションがもたらす産業革新の系譜 

・ 第 1 次産業革命：19 世紀、蒸気機関による動力の利用など。 

・ 第 2 次産業革命：20 世紀前半、石油、電力、原子力など動力の多様化、設備の大型
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化、大量生産、大量消費、大量廃棄の経済システム。 

・ 第 3 次産業革命：20 世紀後半、自動化、通信の革新（コンピュータの利用など）。 

・ 第 4 次産業革命：21 世紀前半、人口知能の活用、自律的最適化の実現（大量の情報

をもとに人工知能が自ら考え最適行動をとる）。 

（３） 人工知能（AI）の進展 

・ コンピュータによる画像認識：目をもったコンピュータの出現。 

・ 運動の習熟：ロボットや機械による熟練、自動走行、無人タクシー。 

・ 作業の効率化：自動溶接、自動組み立て、自動診断、遠隔手術。 

・ 膨大計算の瞬時化：量子コンピュータによる大型計算、決済機能の大型化。 

・ 言葉の意味の理解：翻訳機械、案内ロボット、文章と動作の相互交換。 

・ 産業的利用：設備の自動化、ロボット化、無人化、農業、牧畜、流通、健康、医療

などの効率化、防犯、防災などに活用。 

・ 金融的利用：大量瞬時決済、スマホ決済、仮想通貨。 

・ 経営の最適化：経営情報の即時収集、最適判断。 

（４） AI による価値創造 

・ 肉体的限界の解決：重量からの解放、速度制約からの解放、疲労からの解放。 

・ 情報伝達の効率化：距離の超克、遠隔治療、遠隔診断、宇宙開発、海洋開発。 

・ 付加価値生産性の向上：正確性、迅速性、情報最適性、全体最適。 

・ 複雑性の限界の克服：複雑要因の同時解決、金融同時決済。 

・ 人間機能の限界の超克：膨大な計算、最適解の発見、チェス、囲碁。 

（５）情報通信革命がもたらすもの 

・ サイバー空間とフィジカル空間の融合：正確性、効率性の向上、時間価値の尊重、

物的生産主義から価値利用主義へ。 

・ 利益構造の変化：規模の利益から範囲の利益へ、連結、時間、情報の利益へ。 

・ サービス経済化：シェアリング経済、キャッシュレス化、ブロック・チェーン。 

（６） イノベーションの国際動向の特色 

・ 激化する国際競争：米国が主導、中国が加速、ドイツ、フランス、そして、日本、

韓国などが追随、特に中国が AI を中心に急展開。 

・ 広域化する領域：情報通信を軸に生化学、エネルギー、地球環境、宇宙、海洋、高

度医療など。 

・ 官民の協力体制：政府主導、大学、研究機関、企業などが連携、国境を越えた協力。 

 

表１ 研究活動の国際比較            (出所：「科学技術指標 2020」) 

 研究開発費の対 GDP 比（％） 研究者数（万人） 

2000 2010 2017 2000 2010 2018 

日本 3.08 3.43 3.48 73.9 65.6 67.3 

米国 2.61 2.71 2.81 98.5 120.1 143.4(2017) 

中国 0.89 1.71 2.15 69.5 121.1 186.6 

ドイツ 2.39 2.71 3.07 25.8 32.8 43.3 

韓国 2.18 3.47 4.29 10.8 26.4 40.8 
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 特許出願件数（千件） 自然科学部門の論文発表（千件） 

2000 2010 2018 2000 2010 2017 

日本 420 345 314 74 74 81 

米国 296 490 597 234 304 371 

中国 52 391 1542 30 137 345 

ドイツ 62 59 68 66 85 106 

韓国    102 170 210 14 40 58 

・ 国際社会のイノベーションの特色：研究領域の多面的展開、拠点企業の拡大（米国

GAFA; Google, Apple, Facebook, Amazon、中国 Bat; Baidu, Alibaba, Tencent 等）、

寡占化の傾向、地域拠点の集積（シリコンバレー、北京中関村、深圳南山区）。 

・ 公的支援：財政支援、産学連携、高等教育の充実、国際研究交流。 

・ ノーベル賞（自然科学）受賞者（1901 年～2019 年） 

米国 361 英国 115 ドイツ 83 フランス 61 スウェーデン 32 スイス 30 

日本 27 ロシア 20 オランダ 17  計 673 （出典：文部科学統計要覧） 

（７） 医療関係物品の貿易 

・ 貿易概況：世界的に拡大基調。米国が約 2 割の地位。ドイツが輸出超過。 

・ 日本及び中国：医薬品で入超、医療器械、器具はほぼ輸出入が均衡。中国輸出入急

拡大。 

表 2 医療関係品目の貿易推移 

① 主要国の医薬品輸出入の推移           単位：US 百万ドル 

 2000 2010 2015 2018 

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 

日本 2,732 4,776 4,324 17,338 3,819 24,103 5,845 26,331 

米国 13,131 14,685 44,385 65,463 52,384 89,735 50,563 119,801 

中国 1,788 953 10,680 8,030 13,481 20,315 16,699 27,673 

ドイツ 12,961 8,823 65,289 47,734 75,974 47,187 97,099 57,951 

フランス 10,085 7,789 34,353 28,389 30,732 26,194 34,595 27,905 

英国 10,870 7,578 34,216 24,331 36,749 34,617 31,017 31,099 

世界計 107,149 112,871 461,794 474,766 527,768 553,056 633,474 662,761 

② 主要国の医薬機械・医療器具輸出入の推移      

 2000 2010 2015 2018 

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 

日本 3,422 3,630 6,000 7,517 6,199 7,447 7,358 8,655 

米国 11,863 8,119 28,040 21,429 32,521 28,597 35,461 34,788 

中国 556 1,061 6,112 5,608 10,465 9,524 12,359 12,633 

ドイツ 5,343 3,099 17,838 9,329 19,053 10,380 22,872 12,454 

フランス 2,013 2,252 5,094 5,645 4,295 5,750 5,100 6,424 

英国 1,752 1,874 3,682 4,682 4,114 5,468 4,375 5,514 

世界計 41,295 41,623 117,872 118,163 144,572 143,384 169,689 171,808 

（出所：UNCTAD） 
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（８） 日本の課題 

・ イノベーション意識の改革：基盤力強化、オープン・イノベーション促進、自前主

義の脱却、縦割りの打破、失敗の許容、有利性の結合、産官学の組織的連携。 

・ 海外との交流拡大：国際共同研究の拡大、外国研究者の招聘、留学促進など。 

・ 戦略展開：戦略立案、付加価値の追求、部門間連携、労働力減少への対応。 

・ 社会の脆弱性克服：人口減少、高齢化への対応、フロンティア開拓意欲、医療技術

の革新、農業などの IT 化、高価値産業へのシフト、エネルギー戦略の再構築、自

然災害の克服。 

・ 経営力の充実：AI 起業家の育成、ベンチャー企業、ベンチャー・キャピタルの育

成、リスク・マネーの供給の多様化、安全志向、規制の制約。 

・ 人材育成：視野が広く、挑戦意欲ある人材、若手人材。戦略性、実行力が鍵。 

・ 研究開発予算の停滞：2000 年を 100 として、日本（2018）114.9、米国（2017）181.0、

中国（2017）1348.3。 

 

３．日本経済停滞の過程と背景―社会、政治、経済の複合要因 

（１） 国際社会における地位の低下（％） 

 ①成長性 

表３ 年代別成長率                           単位：％ 

 1950 年代 60 年代 70 年代 80 年代 90 年代 00 年代 10 年代 

成長率 10.9 10.7 4.6 4.8 1.4 0.7 1.0 

 ②日本の国際社会の地位 

表４ 日本の世界における経済的地位                単位：％ 

 1980 1990 2000 2010 2014 2016 2018 2019 

GDP 9.8 13.9 14.2 8.4 5.9 6.5 5.8 5.8 

輸出入 7.5 7.7 6.6 4.8 4.0 3.8 3.8 3.7 

表 5 国連分担金                             単位：％ 

 2013～15 2016～18 2019～21 

米国 22.00                                                                          22.00  22.00 

日本 10.83（2 位） 9.68（2 位） 8.56（3 位） 

中国 5.15（6 位） 7.92（3 位） 12.01（2 位） 

（２） 社会の基礎構造の脆弱性 

・ 人口動態構造の変化：特殊合計出生率(2019) 1.36、4 年連続減。人口減少 51 万人。 

表 6 社会構造の変化 

① 人口の推移                        単位：万人 

 1900 年 2010 年 2060 年 2100 年 

人口 4,385 12,826 9,674 4,985 

② 高齢者比率                         単位：％ 

 1960 2010 2030 2060 

高齢者比率 5.7 23.0 31.6 39.9 
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・ 社会意識の消極性：二番手発想、他者追随、足して 2 で割る妥協性。 

・ 内向志向：留学意欲の停滞、企業の海外展開停滞、外国企業誘致の消極性。 

・ 教育力の低下：大学の競争力の低下、THE の評価の低さ、海外からの留学生停滞。 

（３） 政策力の低下 

・ 政治の停滞：政党力の低下、国民の関心低下、連立政権の限界、政策選択が課題。 

・ 行政の停滞：政策力の低下、政治依存、省益優先、縦割行政、前例主義、改革消極。 

・ 企業の停滞：イノベーション意欲の停滞、政府依存、現状維持、提案力の弱さ。 

・ 経済政策の失敗：バブル経済の発生と崩壊、金融不況、イノベーション政策の停 

・ コロナ対策の負担、財政構造の悪化 

・ 社会連携の停滞：政治、行政、企業の連携停滞、ジャーナリズム等の提案力の停滞。 

（４） 企業力の低下 

・ 国際競争力低下：IMD 評価（1991～93 年）1 位（2002 年）30 位（2018 年）24 位

（2020 年）30 位。 

技能五輪の金メダル取得数（2017 年アブダビ）9 位（2019 年ロシア・カザン）7 位。 

・ 新興国の追い上げ：韓国、台湾、中国、シンガポールなど新興国の追い上げが急。 

・ 生産性の停滞：（2017 年）OECD36 か国中 20 位、主要 7 か国中最下位、米国の約

6 割の水準、特にサービス産業が低水準。 

表 7 労働生産性及び労働時間の国際比較（2018） 

 時間当たり労働生産性（＄） 産出額（＄） 労働時間 

日本 47.5  84,027 1,710 

米国 72.0 127,075 1,780 

ドイツ 69.8 100,940 1,356 

・ 収益力の低水準：自己資本利益率では米国の約 4 分の 1、欧州の約 3 分の 1。 

・ 株式時価総額の上位 10 社 

（1989 年 3 月末）NTT、住友銀行、日本興業銀行、第一勧業銀行、富士銀行、IBM、 

 三菱銀行、エクソンモービル、東京電力、三和銀行 

（2018 年 12 月）マイクロソフト、アップル、アマゾン、アルファベット（グーグ 

 ル）、バークシャー・ハサウェイ、テンセント、フェイスブック、アリババ、ジョ 

ンソン・アンド・ジョンソン、JP モルガン・チェース 

・ 挑戦意欲の停滞：開業率、廃業率が 4～5％前後、欧米では 10～15％、他社追随、

前例尊重、ベンチャー企業、ベンチャー・キャピタルの停滞。 

・ 先端研究の遅れ：一橋大のイノベーション指数（2019）によると 50 位以内に日本

企業は 4 社（11 位 トヨタ自動車 34 位 楽天 36 位 ソニー 41 位 資生堂） 

上位は米国 IT 企業が独占。 

   

４．日本力再生の途―グローバリズムとイノベーションを軸に 

（１） グローバリズムの積極展開 

・ グローバリズムの歴史的意義：19、20 世紀の拡張主義、重商主義、保護主義、イ

デオロギー対立を超えて人類が獲得した英知の所産。 

・ グローバリズムの基礎：正義、法治、民主、協調、市場、人間の安全保障。 

・ 日本にとっての意義：存立の基礎、市場、及び資源供給の海外依存、国際安全保障。 
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・ ビジョン提示と説得：グローバリズムの意義の説得、政治・経済・社会を通じた国

際公共財の共同提供メカニズムの提案。総合安全保障体制（政治、経済、人間）。 

・ 主要国との合意形成：米国、EU、中国などとの合意形成メカニズム。 

・ 歴史の教訓：歴史は絶えず動く、永遠に栄えた国はない、 “魚は頭から腐る”（モ

ンテネツリ）。（参考 2 参照） 

・ 安全保障メカニズムの再生：日米安保条約基軸、自衛力の整備、日中間の相互理解、

抑止力の整備、対話の充実。 

・ 自由貿易主義の強化：必要性の説得、新ラウンドの提案、経済安全保障の確立、  

日 EU・EPA の効果的展開（2019 年 2 月発効）、TPP11（2018 年 12 月 30 日発効）

の展開（米国の復帰、加盟国拡大など）、地域 FTA の戦略的展開。 

表 8 EPA の経済効果 

 日・EU・EPA TPP11 

世界の名目 GDP の割合 28% 13% 

参加国と日本の貿易総額 16.6 兆円 19.6 兆円 

日本の GDP 押上額  5.2 兆円  7.8 兆円 

・ 人間安全保障体制の確立：健康、医療、環境、生活、教育、貧困撲滅など。SDGs

との連動。 

（２） アジア太平洋経済の成長 

・ 条件整備：2020 年 11 月合意をみた RCEP の効果的運用と拡大、インド太平洋自

由地域（Free and Open Indo-Pacific）、中国の一帯一路政策（Belt and Road 

Initiative）、FTAAP。 

  ・ アジアの時代の可能性：中国の政治体制、アジアの価値観、連帯性、国際性。 

（３） イノベーション機軸の質の高い経済社会の実現 

・ 経済の質の向上：付加価値が高く、イノベーション力が豊かで、資源依存度が低く、

財政が健全で、文化性が高く、人間価値が尊重される社会。 

・ イノベーションの積極展開：５G、６G、デジタル経済の進歩とデジタル庁、デー

タ経済、高度医療など。コロナ克服を契機に。ノーベル賞の持続的取得。 

・ 一人当たりの豊かさの向上：一人当たり GDP 向上、2018 年日本は 39,304 ドルで

25 位、1 位ルクセンブルク 115,536 ドル、小国シンガポール 8 位、64,579 ドル。 

・ 社会福祉の向上：社会保障改革、感染症対策、在宅医療、在宅介護の推進、AI の

積極活用。 

（４） 社会のダイナミズムの回復と向上 

・ 日本社会の特質の発揮：強みを伸ばし、弱みを是正する。 

・ 日本社会の強み：自助共助、自己努力、信頼、秩序、異文化への寛容性、自然との

共生、自然美の尊重。 

・ 日本社会の弱みの克服：内向き指向、横並び意識、国際性の低さ、コミュニケーシ

ョン力軽視。 

・ 全体最適の追求：複眼指向、論理の追求、自己決定力の向上、二番手発想の超克 

（目標は高く、視野は広く、思索は深く、判断は適確で、行動は迅速に）。 

  ・ 女性の能力発揮と活躍機会の拡大、外国人の活躍。 
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（５） 政策力の回復と充実 

・ 政策展開：政治と行政の信頼回復、長期展望にたつ政策力、外交力、財政力の向上、

グローバリズムとイノベーションの促進が基本、インダストリー4.0、ソサイエテ

ィ 5.0 の実現。 

・ 政策論議の活性化：行政の自信と政策力の向上、シンクタンク、ジャーナリズムな

どの政策指向、民間経済界の提案力の充実。 

・ 国際知的ネットワークの充実。 

（６） 企業力の革新 

・ 企業価値の確認：収益価値、顧客価値、従業員価値、社会価値の極大化。 

・ 市場重視の経営：市場創造、情報機能、市場戦略、戦略提携。 

・ イノベーション力の強化：自前主義の脱却、産業間連携、内外融合、先ずは挑戦。 

・ 経営人材の育成：リーダー育成、働き方改革、女性の能力発揮、外国人材の活用。 

（７）エネルギー、環境条件の改革 

・ 2050 年カーボン・ニュートラル実現。 

・ 太陽光、風力など自然エネルギーの開発、電気自動車の普及。 

・ 原子力の安全性の向上、安全性の高い新炉の開発、廃棄物の処理 

・ 水素利用など革新技術の開発 

（８） 教育、研究力、とりわけ高等教育の充実 

  ・ 知的競争力の強化：世界に誇る知的拠点を目指す。 

・ 大学国際ランキング（Times Higher Education’s World University Rankings）改善。 

200 位以内の大学数（2020） 

米国 60 英国 28 ドイツ 23 オランダ 11 オーストラリア 11 カナダ 7  

スイス 7 中国 7 スウェーデン 5 香港 5 韓国 5 フランス 5 デンマーク 3 

シンガポール 2 日本 2（東大 36 位 京大 65 位） 

・ 教育内容の総合的充実：人間の価値と能力を高める教育体系の確立。 

・ 戦略的展開：高等教育機関の自主性と戦略性の確立、多面的国際交流の展開。 

  ・ 研究機能の強化：時代先取、基礎科学の充実、公的支援拡大、若手研究者育成、女 

性研究者の活躍。 

  ・ 社会各部門との協調連携体制の充実。 

（９） 産業と文化の融合 

・ 産業の進化：重厚長大から軽薄短小へ、美感遊創の時代へ、女性の感性の発揮。 

・ 自然の美と人工の粋の融合：自然環境の下で磨いてきた日本の文化性の高揚。 

・ 文芸理融合：技術が文化芸術を拡げ、文化芸術が技術を導く時代、成長フロンティ

ア。 

 

終わりに―日本が変ろう、そして日本から世界を変えよう 

・ 日本社会の強みを伸ばし弱みを是正する（日本力の再生と発揮）。 

・ グローバリズムの進化とイノベーションの展開。 

・ 人間の価値尊重と能力高揚の社会。 
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（参考 1） 

IMF の世界経済見通し（2021 年 1 月） 

 2018 2019 2020 2021 2022 

世界 3.6 2.8 -3.5 5.5 4.2 

先進国 2.2 1.6 -4.9 4.3 3.1 

 米国 2.9 2.2 -3.4 5.1 2.5 

 ユーロ 1.9 1.3 -7.2 4.2 3.6 

 英国 1.3 1.4 -10.0 4.5 5.0 

 日本 0.3 0.3 -5.1 3.1 2.4 

新興国 4.5 3.6 -2.4 6.3 5.0 

 中国 6.7 6.0  2.3 8.1 5.6 

 インド 6.1 4.2 -8.0 11.5 6.8 

 アセアン 5.3 4.9 -3.7 5.2 6.0 

 ロシア 2.5 1.3 -3.6 3.0 3.9 

 ブラジル 1.3 1.4 -4.5 3.6 2.6 

 

（参考 2） 

世界の GDP シェアーの推移（％） 

 1820 1913 1950 1988 2000 2019 

日本 3 3 3 16 14 6 

アジア 56 22 15 6 7 24 

 中国 33 9 4 2 4 16 

 インド 16 8 4 2 1 3 

米国 2 19 27 28 30 24 

西欧 24 34 26 31 26 20 

ロシア 
5 9 10 

（ソ連） 
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（ソ連） 

1 2 

その他 10 14 18 12 21 23 

出典 OECD The World Economy 

                   IMF World Economic Outlook Database (2021) 


